
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 7年度 事 業 報 告 書

埜定ヨ墨墾」重」塾≧L」自埜l教三二込二i=二塑聾堕 豊」五日盟塑E盪金

事業の成果

日本社会の活動もほぼ回復してきており、予定の活動に取り組めた。本法人の中心的な活動である

中学生対象のバレーボール教室及び指導者講習会を令和 7年 7月 、12月 及び令和8年 3月 に開催し、

技術向上と指導の在り方及び生徒。指導者間の交流等を行った。また、参加生徒を対象に、指導内容や

効果等について調査した結果を論文としてまとめることができた。論文については、法政大学スポーツ

研究センター紀要第 44号に掲載された。

若手教員研修会も開催することが出来て、本法人理事による講演と参加者同士の取り組みや悩みな

どの情報交換を行うことができた。また、教員を目指している者対象の主にオンラインを活用した勉強

会は引き続き開講した。合格した者は教員として勉強会で身につけた力を発揮して勤務している。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 55 】千円)
定歌に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数
ξ豪響
範囲 人数

受益
対象者

事業費
(千円)

第5条 (1)学
累整亨義省み
充実亀ξる事

中学校バレーボール部員
対象に技術講習会を開|
催。また、指導者に対す
る指導上のポイントを伝
える講習会を開催。

7/26.27
日

福生市立第
1ぷ
学 4人 東京都

内
中学生及
び顧間

中学生 _
85人
顧 問 _6
人

9

第 5
校教
ポー
充実

条 (1)学
育及びス
ツ教育の
を図る事
業

』冤警纂薄諭|ふ『}
る指導上のポイン トを伝
える講習会を開催。

/26
27

1 2
福生市立
第二中学
校
5人 季學聖曳

び顧問

中学生_
76人
顧 問 → 7
人

16

第 5条 (1)学
校教育及びス
ポーツ教育の
充実を図る事
業

中学校バレーボール部員
対象に技術講習会を開
催。また、指導者に対す
る指導上のポイントを伝
える講習会を開催。

3/20.21
福生市立第量『
学 4人 東京都内中学生及

び顧問

中学生_
94人
顧 問 _8
人

15

第 5条 (2)学
校教育及びス

ポーツ教育に

関わる指導者
の育成を図る
事業

教員採用試験に向けての
勉強会をオンライン及び
対面で開催。

5月 ～

3月

府中市、

千代田区

等

3人

東京都、

埼玉県、

川崎市

9名 47

第 5条 (2)学
校教育及びス
ポーツ教育に
関わる指導者
の育成を図る
事業

若手教員対象の「語る
会」を開催。教育活動に
関する悩みや課題及び取
り組んでいることなどを
語り合うことで今後の活
動への意欲向上を図る。

8月 23日 千代田区 5人
関東近県

の教員
7名 8



(2)その他の事業 (事業費の総費用 1 0 】千円)
定欣に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

第 5条 (3)そ

の他目的を達

成するために

必要な事業

実施なし
ｎ

）



書式第 13号 (法第 28条関係) 事 業 報 告 用

令和 7年度 活動計算書 (その他事業が塗登場合 )
特定非営利活動法人学校教育・スポーツ教育指導法開発研究会

小 計 ・ 合 計金   額

受取補助金

i〕 66受取利息
5

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金

施設等受入評価益

53.500

51,675
学校教育及びスポーツ教育の充実を図る事業収益
学校教育及びスボーツ教育に関わる指導者の育成を図る事業収益

33,000
0

(1

B
1

1

1 721

2

2

1.:II

役員報酬
給料手当
福利厚生費

３６

∞

４２

∞

給料手当
賀員報酬
退職給付費用
福利厚生費

15,530

42,756
5,000

0

20,165
860

|:]を言口座使用料

会議費・会場費
旅費交通費
指導費
印刷製本費
指導資料費
通信運搬費

IB】 ・ (1 減 額 A当 期 経 常
'

過年度損益修正益

災害損失
修正損

D

C D
29.639
0

159.147正

188.786

|

||



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 7年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人学校教育・スポーツ教育指導法開発研究会

目科

188,9

(3) の資産

A の

1

0

そ

(2) 形固定資産
ソフ トウェア

現金預金

未収金

1)有形固定資
什器備品

188,902【A】 資 産 合 計 ①+②

長期借入金

の

固

+

1

B-1

未払金

預 り金

B-2
159,147

当期正

の

産

日|」

正

越 正
39 (|,30

188.786

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 188.786【B】

|

|

|

|

負 債



16 28

令和 7年度  計算書類の注:E 事 業 報 告 用

特定非営利活働法人学校薇南・スポーツ教育指導法開発研究会

重要な会計方針

計算書類の作成は、岬0法人会計基準(2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 N"法人会計基準協会)に よっています。

2. 事業別損益の状況

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状相並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の接分方法

管理費の接分は無し

学校教育及びスポーツ

教育の充実を図る事業

学校教育及びスポーツ
教育に関わる指導者の
育成を図る事業

事業部門計 管理部門 合計科 目

0

33,000

0

0

105,175

366

53,500 51,675 105,175

33,000

53.500 51.675 105,175 33,366 138,541

0

16.530

46,846
5,000

20,165

2,280

18,081

23,256

15,530

19,500

5,000

20,165
860

10,721

15,530

42,756
5,000

20,165

860

10,721 7

1,000

4,090

13.870 108,90240.030 55,002 95,032
95,032 13.870 108,90240,030 55,002

10.143 19,496 29.63913,470 -3,327

I 経常収益
1 受取会費
2.受取寄附金
3 受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
n 経常費用
〈l〉 人件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計   |
(2)そ の他経費  |
会議費・会場費 |

旅費交通費  |
指導補助費  |
指導資料費
通信運搬費
消耗品費
口座使用・収入印嬌

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和7年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人学校教育・スボーツ教育指導法開発研究会

金  額 ′lヽ   1+ 合   計

0

188,786

188,786

188.786

未収金

現金

ff≧i銀行普通預金

188.786資産合計  ・・・C

(1

ソフトウェア

什

2

形

(3)投資その他の資産

188.786【A】 資 産 合 計 ①十②

長期借入金

未払金

2

預り金
源泉徹収税

0【B-1】 負 債 合 計 ③十④

188 736【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|   
。

|

|

|

|        |        |
|    |    。

|



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 7年度年間役員名簿 〈口事■年度において役■であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所圭

びにこれらの者についての前●彙年度における颯日の有無を●●した名簿)

儘劃饉型浬胆込
=麹
重二三壺量塑囲国製壁

盤 峰

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

口以

酔
下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1 巨コ・監事
キクヤマ  ナオユキ

 

令和 7年 4月 1日

令和 8年 3月 31日

年 月

月

日

日年菊山 直幸

2 □ ・監事
ヤマタ・  ミノル 令和 7年 4月 1日

令和 8年 3月 31日

年  月  日

年  月  日山田 稔

3 巨ヨ・監事
カト・スキ・  ミエコ 令和 7年 4月 1日

令和 8年 3月 31日

年  月  日

年   月   日角杉美恵子

4 睡亜]・ 監事
ホシノ  ミノル 令和 7年 4月 1日

令和 8年 3月 31日

年 月

月

日

年 日星野 実

5 日 ・監事
ノクチ トシロウ 令和 7年 4月 1日

令和 8年 3月 31日

年 月

月

日

日年野口 敏朗

6 巨亜彊監事
フカヤ  キョウシ

゛
令和 7年 4月 1日

令和 8年 3月 31日

年 月

月

日

日年深谷 恭司

7 匡コ・監事
アヘ・  タカユキ 令和 7年 4月 1日

令和 8年 3月 31日

年  月  日

年  月  日阿部 隆行

8 □ ・監事
ヤタ・ カイ 令和 7年 4月 1日

令和 8年 3月 31日

年 月

月

日

日年山田 快

9 理事・匡亘]
′Wカワ ユウシ

｀
令和 7年 4月 1日

令和 8年 3月 31日

年  月 日

日年  月早川 祐二

10 理事・匡∃
チョウ  マサシ

 

令和 7年 4月 1日

令和 8年 3月 31日

年  月 日

日年  月長 正史



書式第 4号 (法第 10条 。第28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人学校教育・スポーツ教育指導法
開発研究会

氏   名

1
菊山 直幸

2 山田 稔

3 角杉美恵子

4
星野 実

5
野口 敏朗

6 深谷 恭司

7 阿部 隆行

8
山田 快

9 早川 祐二

10
長 正史

11

12




